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中小企業の持続的な賃上げに向けて

［中小企業の賃上げ］

◼ デフレ脱却、成長と分配の好循環の実現には、雇用の７割
を支える中小企業の賃上げが重要

◼ 2023年度に「賃上げを実施した」企業は6割超
（64.4% 前年6月比＋13.5ポイント）、うち業績改善が
伴わない、防衛的な賃上げが約4割（❶）

◼ 「賃上げは行わない」企業は24.7%（❶）

◼ 賃上げ企業のうち、過半数(52.7％)が「3%以上」の賃上
げを行い、「4%以上」の賃上げを行う企業も3割（❷）

➡ 中小企業も「賃上げ要請に応えている」

➡ 中小・小規模事業者の自発的・持続的な賃上げを広げる
には「生産性向上」と「取引価格の適正化」が不可欠

❶ 2023年度の賃上げ

「賃上げを実施」：64.4％

2023年9・10月日本商工会議所
LOBO(早期景気観測調査)より

❷ 賃上げ率

［価格の協議］

◼ 価格転嫁を 「協議できている」企業：74.4％（❸）
• 業種別にみると、製造業や卸売業では８割を超える水準
他方、小売業・サービス業では６割台(❸右上)

• 従業員規模別では、小規模企業(従業員10人未満)
でも６割台しか協議できていない（❸右下）

◼ サプライチェーンの川下にある業種や小規模事業者において
は、協議自体が進んでいない状況

➡ サプライチェーン全体で価格協議のモメンタムを維持・向上
(商習慣化)、および政策的後押し(公正取引委員会等に
よる監視機能強化)が重要

❹ 価格転嫁の動向（コスト全体）［価格の転嫁］

◼ 「4割以上の価格転嫁」を実施した企業の割合：55.3％
価格転嫁の進捗は足踏み(前回5月調査比:▲0.6％)
(❹)

◼ とりわけ労務費については、「 (労務費増加分の)４割以上
の価格転嫁」が実施できた企業は全体の1/3にとどまる
(34.7％) (❺)

◼ 業種別では、小売業(30.6％)、サービス業(24.4％)
従業員別では、小規模企業(30.1％)において、転嫁が
より難しい状況(❺右)

➡ 中小企業が、適正価格への転嫁を行いやすくなるよう、
パートナーシップ構築宣言の実効性確保、ガイドライン作成
・公表などを通じた政府の後押しが必要

登録企業（11.13時点）

37,255社

賃上げ企業のうち、
賃上げ率「3%以上」：52.7％

「4%以上」：31.0%

❸ 価格協議の動向

「協議できている」：74.4％

❺ 価格転嫁の動向（労務費）
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現時点では未定

10.9%

賃金の引き上げ
は行わない

24.7%

業績が改善しているため
賃上げを実施

（前向きな賃上げ）

23.3%

業績の改善が
みられないが
賃上げを実施

（防衛的な賃上げ）

41.1%

64.4%

※外円が2023年9月調査、
中円が2023年5月調査、
内円が2022年6月調査

「4割以上の価格転嫁」：55.3％ 「労務費増加分の4割以上転嫁」：34.7％

協議できている：
「小売」 ：65.4％
「サービス」： ：61.1％

協議できている：
「従業員10人未満」：68.5％

価格協議の実施有無（業種別）

価格協議の実施有無（従業員規模別）

4割以上の価格転嫁が実施できた企業の割合（従業員規模別）

4割以上の価格転嫁が実施できた企業の割合（業種別）

日商「商工会議所LOBO 2023年10月」n=1,964

日商「商工会議所LOBO 2023年10月」n=1,964

日商「商工会議所LOBO 2023年9月」n=1,950
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